






































概・1

概 況

１. エネルギー消費量

エネルギー消費量は、前年比1.7％と６年連続の増加

(1) 平成１９年の鉱工業生産活動は、107.4（前年比 2.8％）と５年連続で上昇し、１７年基準で最高の水

準となった（第１図）。

(2) 平成１９年のエネルギー消費量（原油換算）を事業所ベース（ネット）でみると、1 億 9602 万 kl、

前年比 1.7％と６年連続の増加となった（第１表、第１図）。また、指定生産品目の生産のために消費さ

れたエネルギー消費量を直接投入エネルギー量でみると、1 億 9140 万 kl、同 2.2％と２年ぶりの増加と

なった（第 5 表、第１図）。

(3) 平成１９年の主な特徴をみると、

① エネルギー消費量は、パルプ・紙・板紙工業、機械工業、化学繊維工業などの５業種が減少したも

のの、化学工業、鉄鋼業、石油製品工業など４業種が増加したことにより前年比 1.8％と６年連続の

増加となった（第１表）。

② 指定生産品目群別エネルギー消費量は、窯業・土石製品が前年比▲1.6％と減少するなど、３品目群

が減少となった。一方、化学工業製品が同 2.7％、鉄鋼製品が同 2.3％と増加するなど、６品目群が増

加となった（第５表、第５－１図）。

（単位：原油換算千ｋｌ、前年増減率％）

業種/年次 平成15年 16年 17年 18年 19年

前年比

消費量計（ネット） 188,570 191,203 192,000 192,681 196,022 1.7

パルプ・紙・板紙工業 15,077 15,325 14,866 14,717 14,505 ▲ 1.4

化学工業 83,167 84,797 85,298 85,268 87,365 2.5

化学繊維工業 3,547 3,507 3,098 2,903 2,838 ▲ 2.2

石油製品工業 17,125 17,699 18,413 18,444 18,632 1.0

窯業・土石製品工業 12,070 11,431 11,687 11,791 11,771 ▲ 0.2

ガラス製品工業 872 870 870 888 892 0.4

鉄鋼業 54,464 55,453 55,360 55,975 57,492 2.7

非鉄金属地金工業 1,424 1,411 1,347 1,427 1,416 ▲ 0.7

機械工業 5,918 6,034 6,074 6,634 6,540 ▲ 1.4

第１表 エネルギー消費量（ネット）の推移

注１．対象事業所全体で消費したエネルギーのうち、他の燃料から転換（例：石炭から石炭コークスに
転換）して消費した分を排除したネットの消費量。

２．重複事業所分を補正しているので、消費量計と内訳の合計は一致しない。
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③ 燃料種別に消費量をみると、石油系燃料は液化石油ガス、石油系炭化水素ガスなどの増加により前

年比 0.6％と２年ぶりの増加、非石油系燃料は石炭、都市ガスなどの増加により同 4.1％と２年連続の

増加となった（第２表）。

④ 電力消費量は前年比 1.4％の増加となったが、自家発電率は非鉄金属地金工業が横ばいとなった以

外すべての業種で低下したことから、前年の 48.1％から 47.4％と▲0.7 ポイントの低下となった（第

３－１表、第３－２表）。

⑤ 蒸気消費量は、パルプ・紙・板紙工業、化学工業などが減少したものの、鉄鋼業、石油製品工業な

どが増加したことから、前年比 0.1％の微増となった。用途別にみると、生産工程用は前年比 0.7%の

増加、自家発電用は同▲0.3％の減少となった(第４－１表、第４－２表）。

第１図 エネルギー消費量（ネット）・鉱工業指数の推移
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２. 燃料消費量

燃料消費量は前年比2.5％と２年連続の増加、石油系、非石油系ともに増加

用途別では、原料用、直接加熱用が増加

〔注〕 燃料消費は加熱用、原料用、ボイラ用、コージェネレーション用等に消費された各種の燃料消費量である。

(1) 燃料消費量（原油換算）は、2 億 3364 万 kl、前年比 2.5％と２年連続の増加となった。これは、ボイ

ラ用、コージェネレーション用が減少したものの、原料用、直接加熱用、その他用が増加したことによ

る（第２表）。

(2) 石油系燃料は、Ｂ・Ｃ重油、Ａ重油、灯油などが減少したものの、液化石油ガス、石油系炭化水素ガ

ス、改質生成油などが増加したことから、全体で 1 億 364 万 kl、前年比 0.6％と２年ぶりの増加となっ

た。 

(3) 非石油系燃料は、廃タイヤが減少したものの、石炭、都市ガス、液化天然ガスなどが増加したことか

ら、1 億 3000 万 kl、前年比 4.1％と２年連続の増加となった。

(4) 用途別の主な燃料種別の動向をみると、

① ボイラ用は、石炭、回収黒液、廃材などが増加したものの、Ｂ・Ｃ重油、高炉ガスなどが減少したこ

とから 3833 万 kl、前年比▲0.7％の減少となった。

② コージェネレーション用は、都市ガス、石油系炭化水素ガスなどが増加したものの、高炉ガス、灯

油、Ａ重油などが減少したことから 619 万 kl、前年比▲0.7％の減少となった。

③ 原料用は、ナフサ、原油などが減少したものの、石炭、液化石油ガスなどが増加したことから 1 億

363 万 kl、前年比 4.0％の増加となった。液化石油ガスの増加は、石油化学原料の多様化が図られて

たものとみられる。

④ 直接加熱用は、灯油、オイルコークスなどが減少したものの、高炉ガス、石炭、石油系炭化水素ガ

スなどが増加したことから 8198 万 kl、前年比 2.3％の増加となった。

なお、ボイラ用、コージェネレシーション用について重油、灯油等の石油系燃料が減少、石炭、回

収黒液、廃材、都市ガス等の非石油系燃料が増加した。これは、原油価格の高騰に伴う石油製品価格

の上昇により非石油系燃料に燃料転換したものとみられる。
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（単位：前年比、構成比は％）
種別 単位 用途 18年 19年 前年比 構成比

合計 原油換算 合計 227,972 233,637 2.5 100.0
（千kl） ボイラ用 38,581 38,325 ▲ 0.7

コージェネレーション用 6,273 6,186 ▲ 0.7
原料用 99,626 103,631 4.0
直接加熱用 80,131 81,982 2.3
その他用 3,361 3,512 4.5

石油系燃料 原油換算 合計 103,045 103,640 0.6 44.4
（千kl） ボイラ用 15,945 14,805 ▲ 7.1

コージェネレーション用 3,548 3,313 ▲ 6.6
原料用 60,535 62,210 2.8
直接加熱用 21,181 21,421 1.1
その他用 1,836 1,891 3.0

原油 千kl 合計 721 566 ▲ 21.5 0.2
（含ＮＧＬ） ボイラ用 3 3 0.0

原料用 718 562 ▲ 21.7
ガソリン 千kl 合計 85 82 3.5 0.0

その他用 85 82 3.5
ナフサ 千kl 合計 35,898 35,679 ▲ 0.6 13.6

ボイラ用 6 6 0.0
コージェネレーション用 3 3 0.0
原料用 35,808 35,593 ▲ 0.6
直接加熱用 81 76 ▲ 6.2

改質生成油 千kl 合計 20,037 20,748 3.5 7.9
原料用 20,037 20,748 3.5

灯油 千kl 合計 1,786 1,558 ▲ 12.8 0.6
ボイラ用 93 78 ▲ 16.1
コージェネレーション用 218 129 ▲ 40.8
原料用 1,010 971 ▲ 3.9
直接加熱用 338 268 ▲ 20.7
その他用 126 112 ▲ 11.1

軽油 千kl 合計 223 413 85.2 0.2
ボイラ用 1 0 ▲ 31.2
コージェネレーション用 0 1 257.5
原料用 101 292 189.1
直接加熱用 28 28 0.0
その他用 94 92 ▲ 2.1

Ａ重油 千kl 合計 1,848 1,585 ▲ 14.2 0.7
ボイラ用 659 563 ▲ 14.6
コージェネレーション用 294 189 ▲ 35.7
原料用 20 - -
直接加熱用 658 643 ▲ 2.3
その他用 216 189 ▲ 12.5

B・Ｃ重油 千kl 合計 11,006 9,785 ▲ 11.1 4.6
ボイラ用 7,410 6,306 ▲ 14.9
コージェネレーション用 274 210 ▲ 23.4
原料用 486 511 5.1
直接加熱用 2,598 2,513 ▲ 3.2
その他用 237 245 3.4

炭化水素油 千kl 合計 3,606 3,861 7.1 1.8
ボイラ用 2,069 2,198 6.2
コージェネレーション用 668 680 1.8
原料用 247 303 22.7
直接加熱用 601 660 9.8
その他用 21 20 ▲ 4.8

第２表 燃料種別の用途別消費量の推移
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第２表続き

（単位：前年比、構成比は％）
種別 単位 用途 18年 19年 前年比 構成比
液化石油ガス 千t 合計 6,877 7,634 11.0 4.3

ボイラ用 179 221 23.5
コージェネレーション用 258 225 ▲ 12.8
原料用 5,257 5,991 14.0
直接加熱用 821 809 ▲ 1.5
その他用 361 389 7.8

石油系 百万ｍ3 合計 16,543 17,226 4.1 8.7
炭化水素ガス ボイラ用 2,219 2,328 4.9

コージェネレーション用 1,419 1,467 3.4
原料用 421 511 21.4
直接加熱用 12,022 12,410 3.2
その他用 463 510 10.2

オイルコークス 千t 合計 4,405 4,251 ▲ 3.5 1.7
ボイラ用 2,124 1,969 ▲ 7.3
原料用 775 867 11.9
直接加熱用 1,482 1,390 ▲ 6.2
その他用 23 25 8.7

非石油系燃料 原油換算 合計 124,927 129,997 4.1 55.6
（千kl） ボイラ用 22,637 23,520 3.9

コージェネレーション用 2,725 2,873 5.4
原料用 39,091 41,421 6.0
直接加熱用 58,950 60,561 2.7
その他用 1,525 1,622 6.4

石炭 千t 合計 86,243 90,628 5.1 27.0
ボイラ用 16,415 17,144 4.4
原料用 50,548 53,543 5.9
直接加熱用 19,266 19,930 3.4
その他用 13 11 ▲ 15.4

石炭コークス 千t 合計 37,636 38,017 1.0 12.8
（含ピッチコークス） 原料用 524 571 9.0

直接加熱用 36,941 37,263 0.9
その他用 171 183 7.0

タール 千t 合計 532 542 1.9 0.2
原料用 532 542 1.9

コークス炉ガス 百万ｍ3 合計 12,780 13,035 2.0 3.1
ボイラ用 1,580 1,473 ▲ 6.8
コージェネレーション用 34 30 ▲ 11.8
原料用 10 9 ▲ 10.0
直接加熱用 10,723 11,095 3.5
その他用 434 428 ▲ 1.4

高炉ガス 百万ｍ3 合計 89,623 92,314 3.0 3.5
ボイラ用 31,396 31,112 ▲ 0.9
コージェネレーション用 3,632 3,313 ▲ 8.8
直接加熱用 50,572 53,388 5.6
その他用 4,024 4,501 11.9

転炉ガス 百万ｍ3 合計 6,487 6,554 1.0 0.6
ボイラ用 2,601 2,401 ▲ 7.7
コージェネレーション用 160 195 21.9
直接加熱用 3,365 3,547 5.4
その他用 361 411 13.9
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第２表続き

（単位：前年比、構成比は％）
種別 単位 用途 18年 19年 前年比 構成比
電気炉ガス 百万ｍ3 合計 113 119 5.3 0.0

ボイラ用 86 91 5.8
直接加熱用 27 27 0.0

天然ガス 百万ｍ3 合計 531 574 8.1 0.3
ボイラ用 146 190 30.1
コージェネレーション用 70 93 32.9
原料用 120 104 ▲ 13.3
直接加熱用 168 157 ▲ 6.5
その他用 27 29 7.4

液化天然ガス 千t 合計 1,321 1,551 17.4 0.9
ボイラ用 225 299 32.9
コージェネレーション用 173 202 16.8
原料用 213 238 11.7
直接加熱用 637 735 15.4
その他用 73 77 5.5

都市ガス（Ｂ） 百万ｍ3 合計 5,341 5,735 7.4 2.6
ボイラ用 1,101 1,229 11.6
コージェネレーション用 1,883 1,979 5.1
直接加熱用 1,985 2,139 7.8
その他用 373 388 4.0

回収黒液 絶乾 千ｔ 合計 13,962 14,279 2.3 2.0
ボイラ用 13,962 14,279 2.3

酸素 百万Ｎｍ3 合計 10,110 10,726 6.1 0.9
直接加熱用 9,234 9,764 5.7
その他用 877 962 9.7

廃材 絶乾 千ｔ 合計 1,275 1,513 18.7 0.3
ボイラ用 1,273 1,512 18.8
その他用 3 1 ▲ 66.7

廃タイヤ 千t 合計 378 363 ▲ 4.0 0.1
ボイラ用 213 215 0.9
直接加熱用 160 144 ▲ 10.0
その他用 5 4 ▲ 20.0

注１.燃料種別ごとの消費量は、他の事業所から受け入れた分と、事業所内で他の燃料から

転換した分の合計（グロス）である。

２．都市ガス（Ｂ）は、都市ガスの発熱量を４１．１MJ/ｍ
3
で換算した値である。

３．構成比は、固有単位を熱量換算した値で算出している。
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３．電力

消費電力量は前年比1.4％と４年連続の増加

購入電力量は同2.1％の増加、自家発電力量は同▲0.8％の減少

(1) 購入電力量は、1298 億 kＷｈ、前年比 2.1％と４年連続の増加となり、購入・自家発電力量に占める

割合（構成比）は 52.6％と前年に比べ 0.7 ポイントの上昇となった。自家発電力量は、1170 億ｋＷｈ、

同▲0.8％と３年連続の減少、構成比も 47.4％と同▲0.7 ポイントの低下となった。これは、燃料の石油

製品の価格上昇に伴い、自家発電から購入電力に切り替える事業所が見られたことによる。

また、消費電力量は、2163 億 kWh、同 1.4％と４年連続の増加となった（第３－１、３－２表）。

(2) 消費電力量を業種別にみると、鉄鋼業が 735 億 kWh、前年比 3.3％、石油製品工業が 125 億 kWh、

同 2.1％、機械工業が 357 億 kWh、同 0.5％と窯業・土石製品工業を除く８業種で増加となった（第３

－２表）。

(3) 自家発電力量を業種別にみると、パルプ・紙・板紙工業が 270 億ｋＷｈ、前年比▲1.5％と 3 年連続

の減少、石油製品工業が 198 億 kWh、同▲1.4％と 2 年ぶりの減少、化学工業が 246 億ｋＷｈ、同▲0.7％

と 3 年連続の減少などと６業種で減少となった（第３－２表）。

(4) 自家発電力量を形態別にみると、火力発電は前年比▲0.9%の減少、コージェネレーションは同▲0．

3％の減少とすべての形態で減少となり、火力発電は自家発電力量に占める割合は前年に比べ▲0.5 ポイ

ントの低下となり３年連続で低下をしている（第３－１表）。

(5) 販売電力量は、305 億 kWh、前年比▲3.7％と２年ぶりの減少となった。業種別にみると、鉄鋼業が

110 億 kWh、同▲5.7％、石油製品工業が 97 億 kWh、同▲3.5％、パルプ・紙・板紙工業が 23 億 kWh、

同▲11.0％と、ともに 2 年ぶりの減少などと７業種で減少となった（第３－１表、第３－２表）。

（単位：百万kWh、前年比は％）

15年 １6年 １7年 18年 19年 前年比

229,570 235,533 236,349 245,023 246,766 0.7

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

114,689 116,273 117,494 127,119 129,762 2.1

50.0 49.4 49.7 51.9 52.6

114,880 119,259 118,855 117,904 117,003 ▲ 0.8

50.0 50.6 50.3 48.1 47.4

82,277 86,350 86,545 84,771 84,040 ▲ 0.9

35.8 36.7 36.6 34.6 34.1

19,044 19,622 19,350 20,056 19,993 ▲ 0.3

8.3 8.3 8.2 8.2 8.1

2,744 2,661 2,421 2,576 2,494 ▲ 3.2

1.2 1.1 1.0 1.1 1.0

10,815 10,626 10,538 10,501 10,476 ▲ 0.2

4.7 4.5 4.5 4.3 4.2

203,558 206,345 206,735 213,346 216,265 1.4

26,011 29,188 29,614 31,676 30,501 ▲ 3.7

注：各欄下段は購入・自家発電力量計の構成比。

自家発電力量

販売電力量

消費電力量

火力発電

コージェネレーション

水力

その他

第３ー１表 電力量（購入、自家発電、消費、販売）の推移

区 分

購入・自家発電力量計

購入電力量
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（単位：百万kＷh、前年比は％）

18年 19年

合計 129,762 2.1 117,003 ▲ 0.8 216,265 1.4 30,501 ▲ 3.7 48.1 47.4

(重複事業所分補正量) 3,891 8.6 10,571 0.6 13,418 3.0 1,044 ▲ 1.9

パルプ・紙・板紙工業 8,833 2.8 27,025 ▲ 1.5 33,587 0.4 2,271 ▲ 11.0 76.1 75.4

化学工業 22,712 1.4 24,591 ▲ 0.7 41,351 0.5 5,953 ▲ 0.9 52.5 52.0

化学繊維工業 3,145 3.5 4,141 ▲ 0.6 6,897 2.1 388 ▲ 14.1 57.8 56.8

石油製品工業 2,435 8.4 19,762 ▲ 1.4 12,486 2.1 9,712 ▲ 3.5 89.9 89.0

窯業・土石製品工業 5,988 1.0 14,035 0.4 17,840 ▲ 0.6 2,182 11.4 70.2 70.1

ガラス製品工業 2,006 5.5 259 ▲ 12.7 2,265 3.0 － － 13.5 11.4

鉄鋼業 53,369 3.2 31,121 0.1 73,468 3.3 11,022 ▲ 5.7 37.6 36.8

非鉄金属地金工業 4,521 1.6 1,560 1.4 6,066 1.7 16 ▲ 30.7 25.7 25.7

機械工業 30,644 0.7 5,080 ▲ 0.4 35,722 0.5 1 ▲ 22.0 14.4 14.2

注：「自家発電率」は、（自家発電量／（購入電力量＋自家発電量））である。

前年比 前年比

第３－２表 業種別の電力受払

自家発電率
販売業種 購入 前年比 自家発電 前年比 消費

４．蒸気

(1) 蒸気消費量は、5 億 9226 万 t、前年比 0.1％と２年ぶり増加となった。用途別にみると、生産工程用

は 2 億 9229 万 t、同 0.7％と２年ぶりの増加、自家発電用は 2 億 6695 万 t、同▲0.3％と３年連続の減

少となった。これにより、構成比は生産工程用が 49.4％と３年連続の増加、自家発電用は 45.1％と３年

連続の減少となった（第４－１表）。

(2) 業種別消費量をみると、パルプ・紙・板紙工業など４業種が減少したが、鉄鋼業 1 億 793 万ｔ、前年

比 2.0％、石油製品工業 9632 万ｔ、同 0.8％、窯業・土石製品工業 4887 万ｔ、同 0.7％など４業種で増

加となった（第４－２表）。

(3) 蒸気発生量は、5 億 7870 万 t、前年比▲0.1％の減少となった。業種別にみると、鉄鋼業など４業種

で増加したが、化学工業 1億 5393 万 t、同▲1.2％、パルプ・紙・板紙工業 1 億 8123 万 t、同▲1.0％、

化学繊維工業 2766 万ｔ、同▲1.0％など４業種で減少となった（第４－２表）。

(4) 蒸気発生量を形態別にみると、一次蒸気（燃料を消費して発生した蒸気）は 4 億 8030 万 t、前年比

▲0.7％の減少、コージェネレーションは 2960 万 t、同 0.0%と横ばいとなった。なお、構成比は、一次

蒸気が 76.4%、前年より▲0.5 ポイントと３年連続の低下、その他用は 10.9%、同 0.3 ポイントと３年

連続の上昇となった（第４－１表）。

蒸気の消費量は、前年比0.1％と２年ぶりの増加

生産工程用は同0.7％の増加、自家発電用は同▲0.3％
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（単位：千t、前年比は％）
15年 １6年 １7年 18年 19年 前年比

622,512 637,038 635,935 628,680 628,818 0.0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

40,776 42,529 44,196 49,252 50,116 1.8
6.6 6.7 6.9 7.8 8.0

581,736 594,509 591,739 579,429 578,702 ▲ 0.1
93.4 93.3 93.1 92.2 92.0

492,872 506,443 501,189 483,475 480,295 ▲ 0.7
79.2 79.5 78.8 76.9 76.4

27,847 28,850 29,182 29,601 29,603 0.0
4.5 4.5 4.6 4.7 4.7

61,018 59,217 61,367 66,353 68,803 3.7
9.8 9.3 9.6 10.6 10.9

589,185 604,007 603,155 591,698 592,261 0.1
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

289,084 289,513 291,056 290,214 292,285 0.7
49.1 47.9 48.3 49.0 49.4

274,006 288,127 280,697 267,763 266,952 ▲ 0.3
46.5 47.7 46.5 45.3 45.1

26,095 26,366 31,402 33,721 33,025 ▲ 2.1
4.4 4.4 5.2 5.7 5.6

32,968 33,020 32,779 36,980 36,557 ▲ 1.1

注：各欄下段は受入及び蒸気発生量計と蒸気消費量の構成比。

第４ー１表 蒸気量（受入、発生、消費、払出）の推移

区 分

受入及び蒸気発生量計

受入蒸気量

払出

その他

生産工程用

蒸気発生量

一次蒸気

コージェネレーション

蒸気消費量

自家発電用

その他用

(単位：千ｔ、構成比及び前年比は％)

合計 579,429 578,702 ▲ 0.1 100.0 591,698 592,261 0.1 100.0

（重複事業所分補正量） (42,137) (41,967) ▲ 0.4 ▲ 7.3 (40,420) (40,245) ▲ 0.4 ▲ 6.8

パルプ・紙・板紙工業 183,117 181,229 ▲ 1.0 31.3 183,125 181,252 ▲ 1.0 30.6

化学工業 155,859 153,926 ▲ 1.2 26.6 166,742 166,045 ▲ 0.4 28.0

化学繊維工業 27,937 27,658 ▲ 1.0 4.8 28,375 28,170 ▲ 0.7 4.8

石油製品工業 95,733 96,694 1.0 16.7 95,523 96,321 0.8 16.3

窯業・土石製品工業 50,137 50,455 0.6 8.7 48,556 48,874 0.7 8.3

ガラス製品工業 282 308 9.3 0.1 299 324 8.5 0.1

鉄鋼業 105,143 107,348 2.1 18.5 105,807 107,934 2.0 18.2

非鉄金属地金工業 3,357 3,052 ▲ 9.1 0.5 3,691 3,586 ▲ 2.8 0.6

注：消費には、受入れ分消費を含む。

前年比 前年比
18年 19年

第４－２表 業種別蒸気発生量及び消費量の推移

18年 19年
構成比 構成比

発 生 消 費
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５．指定生産品目群別直接投入のエネルギー消費量（生産品目ベース）

指定生産品目群の生産に消費したエネルギー量は、

前年比2.2％と２年ぶりの増加

化学工業製品、鉄鋼製品、石油製品などが増加

(1)  指定生産品目群の直接投入エネルギー消費量（原油換算）は、1 億 9140 万 kl、前年比 2.2％と２年

ぶりの増加となった（第５表）。

(2) 指定生産品目群別にみると、化学工業製品が石油化学製品部門などのすべての部門で増加したことに

より 7693 万 kl、同 2.7%と２年ぶりの増加、鉄鋼製品が鉄鋼部門、コークス部門などの増加により 7578

万 kl、同 2.3％と２年連続の増加、石油製品が石油製品部門の増加により 1491 万 kl、同 3.4%と２年ぶ

りの増加となり６品目群が増加となった。一方、窯業・土石製品がセメント部門などの減少により 762

万 kl、前年比▲1.6％と２年ぶりの減少、非鉄金属地金が亜鉛部門などの減少により 124 万 kl、同▲1.8％

と２年ぶりの減少、化学繊維製品が化学繊維部門の減少により 74 万 kl、同▲1.6％と平成１０年以降連

続して減少となり３品目群が減少となった（第５表、第５－１図）。

(3) 構成比をみると、化学工業製品が 40.2％、前年より 0.2 ポイント上昇、鉄鋼製品が 39.6％、同 0.1 ポ

イント上昇、石油製品が 7.8％、同 0.1 ポイント上昇、パルプ・紙・板紙製品は同 5.1%、同▲0.1 ポイ

ントの低下、窯業・土石製品が 4.0%、同▲0.1 ポイントの低下、非鉄金属地金が 0.6%、同▲0.1 ポイン

トの低下となった。他の３品目群は横ばいとなった（第５表、第５－２図）。

なお、構成比の大きい化学工業製品と鉄鋼製品の２品目群で全体の約８割を占めている。

(4) 主な指定生産品目群のエネルギー消費量の特徴点をみると、

① 化学工業製品は、石油化学工業で前年に複数の事業所で定期修理が行われたことで本年の定期

修理を行う事業所が少なかったことや国内需要の増加及び輸出向けが増加したことにより、エネ

ルギー消費量も前年比 2.7％の増加となった。

② 鉄鋼製品は、国内が自動車向け、造船向けに増加、輸出向けもＡＳＥＡＮ向けなどの増加によ

り、エネルギー消費量も前年比 2.3％の増加となった。

③ 石油製品は、Ａ重油、ガソリン、灯油、Ｂ・Ｃ重油などが減少したものの、軽油、ジェット燃

料油、ナフサなどが増加したことにより、エネルギー消費量も前年比 3.4％の増加となった。
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（単位：原油換算千ｋｌ）

前年比 構成比
１5年 16年 17年 18年 19年 （％） 19年

合 計 184,731 186,493 187,682 187,311 191,397 2.2 100.0
パルプ・紙・板紙製品 9,873 9,709 9,753 9,800 9,802 0.0 5.1
化学工業製品 74,158 75,601 76,164 74,904 76,927 2.7 40.2
化学繊維製品 860 809 783 748 736 ▲ 1.6 0.4
石油製品 14,414 13,999 14,528 14,414 14,907 3.4 7.8
窯業・土石製品 7,595 7,548 7,687 7,746 7,619 ▲ 1.6 4.0
ガラス製品 781 774 783 792 801 1.1 0.4
鉄鋼製品 72,808 73,738 73,646 74,073 75,777 2.3 39.6
非鉄金属地金 1,213 1,204 1,189 1,258 1,235 ▲ 1.8 0.6
機械器具製品 3,028 3,111 3,149 3,576 3,593 0.5 1.9

第５表 指定生産品目群別直接投入エネルギー消費量の推移

指定生産品目群
エネルギー消費量

第５－１図 指定生産品目群別直接投入エネルギー消費量
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第５－２図 指定生産品目群別直接投入エネルギー消費量（１９年）
（原油換算1億9140万ｋｌ）

パルプ・紙・板紙製品
5.1%

化学工業製品
40.2%

化学繊維製品 0.4%

石油製品 7.8%

窯業・土石製品 4.0%

ガラス製品 0.4%

鉄鋼製品 39.6%

非鉄金属地金 0.6%
機械器具製品 1.9%

６. 経済産業局別のエネルギー消費量

経済産業局別のエネルギー消費量は、関東、中国が増加

関東、中国で約６割を占める

都道府県別では、昨年同様、千葉県、岡山県、神奈川県が上位

(1) 経済産業局別のエネルギー消費量（原油換算）を事業所ベース（ネット）でみると、北海道が 738 万

kl、前年比▲0.3％と４年ぶりの減少、中国が 4242 万 kl、同 3.1％と２年連続の増加、関東が 7029 万

kl、同 1.1％と４年連続の増加、四国が 772 万 kl、同 6.9％と２年連続の増加などと北海道を除くすべて

の経済産業局が増加した（第６－１表、第６－１図参照）。

(2) 構成比をみると、関東、中国、近畿、中部、九州（沖縄を含む）、四国、北海道、東北の順となって

おり、また、関東、中国の上位２局で全体の 57.5％を占めている（第６－１表）。

(3) 都道府県別のエネルギー消費量（原油換算）を事業所ベース（グロス）でみると、千葉県が 3906 万

kl（構成比 15.6％）を筆頭に 岡山県が 2360 万 kl（同 9.5％）、神奈川県が 2243 万 kl（同 9.0％）、広

島県が 1695 万 kl（同 6.8％）茨城県が 1638 万 kl（同 6.6％）、大分県が 1623 万 kl（同 6.5％）の順と

なっている（第６－２表、第６－２図）。
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（単位：原油換算千ｋｌ）

前年比 構成比
１5年 16年 17年 18年 19年 （％） 19年

合 計 188,568 191,203 192,000 192,681 196,022 1.7 100.0
北海道 6,997 7,170 7,343 7,406 7,380 ▲ 0.3 3.8
東 北 4,907 4,984 4,786 4,756 4,950 4.1 2.5
関 東 69,107 68,854 68,878 69,538 70,291 1.1 35.9
中 部 19,844 20,641 21,029 20,928 21,019 0.4 10.7
近 畿 21,225 21,943 22,086 22,508 22,736 1.0 11.6
中 国 39,937 40,659 40,528 41,120 42,415 3.1 21.6
四 国 7,335 7,480 7,639 7,223 7,722 6.9 3.9
九 州 19,217 19,471 19,711 19,202 19,509 1.6 10.0

エネルギー消費量

第６－１表 経済産業局別のエネルギー消費量の推移

経済産業局別

第６-１図 経済産業局別のエネルギー消費量
（単位:原油換算千kl）
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第６－２表 都道府県別のエネルギー消費量（グロス）

合 計 燃 料 電 力 合 計 燃 料 電 力

全 国 計 243,644 227,972 12,223 249,610 233,637 12,464 100.0

千 葉 県 36,875 35,051 985 39,056 37,243 1,018 15.6

岡 山 県 23,776 22,626 763 23,600 22,445 786 9.5

神 奈 川 県 21,838 20,925 572 22,429 21,549 550 9.0

広 島 県 15,971 15,423 513 16,946 16,344 563 6.8

茨 城 県 15,661 14,399 841 16,384 15,098 875 6.6

大 分 県 16,184 15,569 434 16,234 15,603 439 6.5

山 口 県 13,971 13,240 488 14,547 13,796 492 5.8

愛 知 県 14,770 13,472 1,184 14,003 12,687 1,203 5.6

兵 庫 県 12,927 12,096 611 13,425 12,611 587 5.4

福 岡 県 9,594 8,973 587 9,958 9,332 594 4.0

三 重 県 8,234 7,882 306 8,879 8,475 327 3.6

そ の 他 53,843 48,316 4,939 54,149 48,454 5,030 21.7

注：合計には蒸気を含む。

構成比
（％）

都道府県

エ ネ ル ギ ー 消 費 量 （原油換算千ｋｌ）

平 成 18 年 平 成 19 年

第６－２図 都道府県別エネルギー消費量（グロス）
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